
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年度 

 

地域志向教育研究経費 

成果報告書 

鹿児島大学 

かごしまＣＯＣセンター 

 

平成 28年３月２３日 



平成 27年度 地域志向教育研究経費 成果報告書 

 

平成 27 年度においても昨年度に続いて地域志向教育研究経費の公募を行った。公募要項では、地域

志向型教育研究経費は、地域を志向する教員の教育・研究・社会貢献活動を支援し、大学全体の地域

志向型教育研究を活性化させるための経費とすることを明記した。本経費で支援する課題の対象は、

下記の表－１に掲げる自治体に関連する教育研究課題であり、表―２が今年度の採択課題である。 

以下に今年度の地域志向型教育研究経費による成果報告書を示す。 

  
            表－１ 平成 27 年度地域志向教育研究費 公募課題項目 

対象とする自

治体 
1.鹿児島県  2.鹿児島市  3.薩摩川内市  4.与論町  

 

 

関連する 

教育研究課題

名 

A.  豪雨・火山・地震・津波・放射線による災害および総合防災に関し

て地域に貢献する教育研究 

B. 鹿児島の自然エネルギー利活用に関する教育研究 

C. 南九州ならびに奄美島嶼地域の農林畜産資源の利活用に関する教育

研究 

D. 観光産業と鹿児島の地域活性化の経済評価に関する教育研究 

E. 環境・水・食と健康・地域医療による地域貢献に関する教育研究 

F.  鹿児島島嶼の水産業の活性化に関する教育研究 

G. 地域課題解決を志向した教育の活性化に関する教育研究 

 
   平成２７年度 地域志向養育研究経費 採択課題 

   

 

No 所属部局 申請者名
課題
区分

対象
自治体

課題の名称

1 法文学部 石塚　孔信 D 薩摩川内市 甑島と薩摩川内市本土地域の自然・人文・経済環境の研究

2 法文学部 小林　善仁 D 鹿児島市 「関吉の疎水溝」とその周辺地域の自然地理・人文地理的再評価

3 法文学部 萩野　誠 D 薩摩川内市
焼酎産業の需要落ち込みに対する観光産業の貢献の可能性
―薩摩川内市甑島国定公園化による地場産業の掘り起し―

4 教育学部 永迫　俊郎 E 与論町 サンゴ礁島嶼・与論島における空間認識とその地域再生・活性化への意義

5 教育学部 原田　義則 G 与論町
離島における教育の質的環境の向上～　与論町の教育的ニーズに対応した大学の
関わりを通して　～

6 教育学部 浅野　陽樹 E 与論町 与論町自生のゲットウを用いたコンポスト作りとその栽培利用に関する研究

7 教育学部 肥後　祥治 G 鹿児島県
鹿児島県下特別支援学校の重度行動障害のある児童生徒に対する指導力向上に
向けたOn the Job Training プログラムの開発および校内支援体制構築にむけた実
践的研究

8
医歯学総合研
究科

菊地　聖史 A 鹿児島県
大規模災害時の身元確認業務と歯科医療支援への対応能力向上と関係諸機関と
の連携強化

9
医歯学総合研
究科

南　弘之 E 鹿児島県
無歯科医離島への巡回歯科診療同行実習が歯学部臨床実習学生の地域志向に
与える効果

10
医歯学総合研究
科離島へき地医
療人育成ｾﾝﾀｰ

根路銘　安
仁

E 与論町 異文化フィールド調査早期体験が医療系学生の地域志向に及ぼす研究



 
 
 
 
 
 
   
 
 

No 所属部局 申請者名
課題
区分

対象
自治体

課題の名称

11
医学部保健学
科

中尾　優子 G 鹿児島県 徳之島における地域特性を活かした母子保健事業の推進

12
理工学研究科
（工学系）

安達　貴浩 E 鹿児島県 鹿児島県内の河川流域における地域防災力向上のための研究

13 農学部 地頭薗　隆 A 鹿児島県 鹿児島県で発生する深層崩壊の実態，予測，対策と地域防災力の向上

14 農学部 肥山　浩樹 E 鹿児島県 徳之島サトウキビ圃場の水消費に関する実証的研究

15 農学部 高峯　和則 C 鹿児島県 風味の多様化を意図した黒糖製造法の開発

16 農学部 枚田　邦宏 C 鹿児島県 鹿児島県の森林資源利活用を担う素材生産事業体事業経営の持続可能性

17 農学部 坂井　教郎 C 薩摩川内市 甑島における農林資源の有効利用と付加価値向上による地域活性化

18 水産学部 佐野　雅昭 F 薩摩川内市
離島における水産物を利用したスモールビジネスの可能性とその成立条件の検討
～薩摩川内市下甑島長浜集落における小型エビ類加工事業の実態とその効果

19 水産学部 塩崎　一弘 E 与論町 健康機能性による付加価値を目標とした与論島農水産物の新規利用法の開発

20 水産学部 木村　郁夫 F 与論町 与論島水産物の高付加価値流通のための教育研究

21 水産学部 江幡　恵吾 F 鹿児島県 離島漁業における魚かごの新規導入に関する基礎調査

22 共同獣医学部 宮本　篤 E 与論町 ミネラル成分の高い飲料水が島嶼域で長寿と健康に貢献している直接的証明

23 共同獣医学部 藤田　志歩 D 鹿児島県 過疎集落における鳥獣被害の実態調査と被害対策の検討

24
総合研究博物
館

本村　浩之 F 薩摩川内市 甑島列島における魚類相の解明

25
自然科学教育研
究支援センター

福徳　康雄 A 鹿児島県 原子力災害地域リスクコミュニケーター育成事業

26
医用ミニブタ・先
端医療開発研究
センター

佐原　寿史 D 鹿児島県 べにふうき緑茶による抗体関連型拒絶反応の制御-ミニブタ移植モデルによる検討

27
学術情報基盤
センター

升屋　正人 G 与論町 TCPスループット向上システムの評価・検証に関するフィールドスタディ



・甑島は、合併して薩摩川内市となって10年が経過している。この間、川内甑島航路が就航し、平成30年度
を整備目標とする藺牟田瀬戸架橋（中甑～下甑）建設も進んでおり、甑島の地理的一体化が進みつつある。
一方で人口の減少と高齢化は、本土地域よりも進んでおり、集落活動の維持の困難さとその早急な対応に
ついて本土地域との調整と共に対応が必要となっている。
・少子高齢化という離島で顕在化している課題への取り組みと平成26年度の国定公園指定を踏まえて地域
活性化の鍵を握る観光の可能性を探る。
・甑島全体で歴史的な経緯を踏まえて公共施設の配置を含めて均衡ある地域計画を模索する。
・甑島を含む薩摩川内市全体を見通した均衡ある地域政策を検討する。

・本年度も甑島地域を中心に現地調査を行った。上島、下島両島について
①自然地理学的な地形区分の検討。
②耕作放棄地の分布を検証しながらの今後の甑島の農業の展望。
③養殖漁業についての可能性。
④農業、漁業の第一次産業と第三次産業である観光産業との関連とその展望。
⑤歴史的景観や地形から集落の形成要因を検討することによる新たな観光資源の開拓を模索。

・そして、これまでに入手した基本データや資料を詳細に考察・検討し、さらに、現地調査を続ける
ことによって、現状の詳細な検討を行い、甑島版の地域活性化のための離島モデルの検討を行った。

・さらに、薩摩川内市の本土地域の調査も進めて市域全体の均衡ある地域計画について検討した。
・これらのことを通して、地域の住民が地域の再生・活性化を考える場合のひとつのメルクマールを提

供することの可能性を模索した。
・離島を含む薩摩川内市全体についての地域政策については、今後、本土地域の調査・分析を行うこと

によって、さらに検討していく予定である。

研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 鹿児島大学法文学部
・氏名 石塚孔信
・地域志向教育研究経費区分（D）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

・今回の調査・研究では、前回、甑島の全体像を基本的なデータから把握することと現地調査で短期間で全
島を回って現状を見ていくという作業で手一杯であったので、上島、下島に滞在して、地形等の自然地理学
的考察や第1次産業（農業、漁業）と第3次産業（観光業）の関係の検討、集落の歴史的景観等の人文地理学
的考察を行うことが出来たが、本研究の目的である甑島と薩摩川内市本土地域の自然・人文・経済環境の評
価についての本土側の本格的な検討は、これからということになる。
・これまでに入手した基本データや資料を詳細に考察・検討し、さらに、現地調査を続けることによって、
現状の詳細な検討を行い、甑島版の地域活性化のための離島モデルをさらに検討していく。
・さらに、薩摩川内市の本土地域の調査も進めて市域全体の均衡ある地域計画について検討していきたい。

今後の課題および展開

研究課題名

No. 1

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

甑島と薩摩川内市本土地域の自然・人文・経済環境の研究



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 法文学部
・氏名 小林善仁・森脇広・石塚孔信・永迫俊郎・吉田明弘

深瀬耕三・南直子
・地域志向教育研究経費区分（ D ）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 2

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

「関吉の疎水溝」とその周辺地域の自然地理・人文地理的再評価

本研究は、平成27（2015）年7月に世界文化遺産へ登録された「明治日本の産業革命遺産九州・山口と関
連地域」の構成資産の一つである「関吉の疎水溝」とその周辺地域（鹿児島市稲荷川流域及び吉野台地）
を対象地域として、地域に存在する様々な資源を自然地理学と人文地理学の視点から掘り起こし、それら
が有する学術的価値（自然・農業・歴史など）を明らかにすることで、地域社会（観光・教育・まちづく
り・防災など）へ還元するための基礎情報の提供を目指すものである。

・本研究では、まず地域に関する基礎資料（文献・地形図など）を収集し、あわせて現地での一次情
報の収集などを目的としたフィールドワークを実施することで、地域に関する地理的情報を蓄積す
ると共に、自然地理学と人文地理学の両面から「関吉の疎水溝」と周辺地域に存在する自然・歴
史・経済などに関する学術的な評価を行った。

・文献・資料調査とフィールドワーク（現地観察・聞き取り）の結果、当該地域における地形の形成
過程が明らかになり、それを理解した上で集落の位置や農地の分布などから地域の成り立ちと景観
的特性を考察した。

・本研究の成果として、アクティブラーニングの手法を用いた地域志向型の教育内容を開発すること
ができた。これにより、学生は文理融合型の地域の見方・考え方を身に付けることができる。

・「関吉の疎水溝」や周辺地域でのフィールドワークの実施がその一例であり、上記の視点・思考を
定着させると共に、身近な地域のまちづくり・防災・観光の取り組みと問題に対して、自発的に地
域の課題を見出し、それに対応する実践的な人材を育成することに繋がる。

・「関吉の疎水溝」とその周辺地域の地域社会への貢献としては、地域に存在する観光資源の掘り起
こしとその学術的価値を明らかにすることにより、地域社会の観光・まちづくり・防災・生涯学習
の取り組みに有用な地理的情報を蓄積することができた。

・本研究の成果の一部は、日本地理学会にて以下の通り発表した。
森脇広・田上善夫・稲田道彦（2016）「ニュージーランド北島と南九州のカルデラと火砕流台地
地形-観光資源としての視点から-」，日本地理学会春季学術大会（於，早稲田大学）。

稲田道彦・田上善夫・森脇広（2016）「ニュージランドの宿泊業‐持続可能な観光の観点から‐」，
同上。

田上善夫・森脇広・稲田道彦 （2016）「ニュージランドにおけるブドウ栽培と環境保全」，同上。

・本研究では、「関吉の疎水溝」とその周辺地域である鹿児島市の稲荷川流域及び吉野台地が有する観光
資源としての価値の一端を明らかにすることができた。一方、当該地域が潜在的に有する価値は他にも
あり、さらなる掘り起こしと価値づけが残された課題の一つである。また、鹿児島県や鹿児島市内の他
の河川流域及び台地と比較することにより、当該地域の地域的特性を明らかにすることができると共に、
地域志向型の教育と地域振興に資する学術的情報を提供することができる。

・今回、明らかになった地理的見所や観光資源となり得るポイントを図示し、解説を付した「巡検ガイド
ブック」の作成も今後の課題である。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 学術研究院法文教育学域法文学系
・氏名 萩野 誠，馬場 武
・地域志向教育研究経費区分（…A、B、C…）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 3

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

焼酎産業の需要落ち込みに対する観光産業の貢献の可能性
―薩摩川内市甑島国定公園化による地場産業の掘り起し―

2015年3月に薩摩川内市の甑島が国定公園化されたことで，観光客が増加する可能性が示唆されている。
本研究では，薩摩川内市の甑島を例として，地域経営と地域観光の協働による相乗的効果に注目し，焼

酎産業のような地場産業の発展に観光産業がどのように貢献できるのかを検討することを目的としている。

1．甑島の国定公園化による観光客の誘引効果の検討
薩摩川内市の提供資料によると，甑島の観光客入込客数は，平成26年度まで増加傾向にある。なお，甑島

が国定公園化された2015年3月以降の入込客数の統計は，2016年3月現在集計中である。したがって，本研究
では，複数回の現地調査で土産店や民宿を中心にヒアリングをおこなっている。現地での実感として，国定
公園化された平成27年度は，例年よりも多くの観光客が甑島を訪れたとの回答を得ている。

そこで，この甑島の観光客の増加が国定公園化によるものかを検討するため，web（google）での検索状
況を「甑島」というキーワードで時系列分析をおこない，SNS（twitter）も「甑島」というキーワードでツ
イートを抽出し，テキストマイニングによる分析をおこなった。分析結果によると，甑島の国定公園化に言
及している情報より，薩摩川内市の施策である地域おこし協力隊がテレビで取り上げられていることに言及
している情報が多いことが分かった。また，甑島の国定公園化の情報は，国定公園化が決定した1015年3月
のみに集中しており，短期的な話題である可能性が高い。以上を踏まえると，平成27年度に観光客が増加し
ている要因は，国定公園化によるものだけではないことが示唆される。また，現地ヒアリングでも同様の意
見が見受けられた。
2．甑島の新たなブランドマネジメントシステムの提案

鹿児島県の地場産業である焼酎産業は，2008年以降全体的に落ち込んでいる。本研究の調査（独自のweb
スクレイピングプログラムにより，焼酎の実売価格と取引状況を分析している）によると，一部のプレミア
ム焼酎と呼ばれる高価格帯で取引される銘柄群を除いて，多くの銘柄ではブランドは確立されておらず，甑
島の酒造メーカーの銘柄も例外ではない。前述のように，甑島は国定公園化によるメタ化が困難であると想
定されるため，当初本研究が仮説として設定していた国定公園を中心とした観光産業のパワーが地場産業に
相乗的に波及することは，現段階では困難であると考えられる。

そこで本研究では，甑島の観光産業および地場産業の発展のため，甑島のブランド力の向上を図るための
ブランドマネジメントシステムを提案したい。甑島のブランド力を高めるためには，甑島自体の認知度の向
上もさることながら，甑島の持つ観光資源（国定公園，TV・映画の舞台，焼酎，特産品など）にまつわる
キーワードが甑島と関連して好意的にブランド連想される状況を作り出す必要がある。この好意的なブラン
ド連想の構築はデノテーションの積み重ねであり，それは消費者の口コミにより形成されると考える。現在
では，webやSNSで口コミが形成され，同時に企業や団体もダイレクトに消費者とコミュニケーションが可能
となっている。したがって，本研究で提案するブランドマネジメントシステムは，甑島とそれに関連する
キーワードでwebとSNSを巡回（スクレイピング）する独自のプログラムによって，消費者とコミュニケー
ションを図り，webやSNSで形成される口コミをマネジメントするシステムである。（※当該ブランドマネジ
メントシステムは，2016年3月現在，パイロット版としてテスト中。）

本研究で提示しているブランドマネジメントシステムの中核となるSNS・web巡回プログラムは現在プロ
トタイプの段階にあり，2016年6月以降の本番運用を目標としている。また，運用については本学学生によ
る対応を想定しており，より実践的な地域マネジメント教育プログラムの提供を目指している。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 法文教育学域教育学系
・氏名 永迫俊郎
・地域志向教育研究経費区分（E）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

サンゴ礁島嶼・与論島における空間認識とその地域再生・活性化への意義

与論島は隆起サンゴ礁からなる陸域の石灰岩ならびに沿岸域を縁取る現世のサンゴ礁で形作られた，ま
さにサンゴ礁島嶼である．民俗文化に根ざした特有の世界観（堀，1979など）がみられ，サンゴや亜熱帯
気候とともに訪問者に対し異彩を放っている．

本研究は与論島民の空間認識に焦点を合わせ，方言名称や土地利用等に関する調査にもとづいて，島民
が空間をどう捉えているかを明らかにすることを目的としている．さらに，与論島民の世界観と呼びうる
こうした地誌学的考察の成果にもとづき，今後の与論島の再生・活性化につながる視点・方向性を基礎研
究の側から提示することをめざす．

1) 与論島の耕地面積の半分を占めるサトウキビ（520.5ha）が依然基幹作物であり，陸域の景観を支
配している．「東洋の海に輝く一個の真珠」と与論島が評される由縁である百合ヶ浜をはじめとする
サンゴ礁の生態系にとっては，島内で約5千頭の牛が飼育されている畜産業ならびに4割ほどという合
併浄化槽の低普及率に起因すると考えられる水中の栄養塩の増加が問題となっている．地下水と海水
の関連を明らかにするため実施されている農学系の井戸の水質調査の成果を活用して，断層や段丘，
地質ブロックといった地形地質との関わりを指摘することはもとより，島民の地下水についての環境
観をも組み入れることでさらに理解を深められる．
2) 心の内の空間がうたわれる島唄について，島内随一の名手である池田直峰氏に聞き取り調査を
行った．観光PRにも活用されている民謡「サトゥガーアディク」は，ヤユウアシビ（夜の遊び）とし
て何万も作られた歌遊びのうち代々受け継がれてきた歌詞で構成され，古い記憶が入っている．若い
男女の出会いの場だけに恋愛に関する歌詞もみられるものの，労働訓や生活訓が盛り込まれることが
多く，かつて野垂れ死にが多く生活が苦しかった与論の状況を反映しているという．文字通りの意味
とともに裏の意味があることを特徴とする．500番に近い歌詞が自費出版によって残されているが，
池田氏によれば3千番ほど存在したそうだ．民俗文化の有効な資料として今後活用すべき素材だが，
60代という池田氏の年齢や後継者の不在を考慮すると早急に取り組む必要がある．
3) 歴史的要因もあって鹿児島県の最南端に位置する与論島を研究対象にしている立場からすれば，
もはや本土には残っていないような自然観を丹念に描いておくのが使命といえる．神事を通じて感謝
を述べる信仰は，かつて日本中にあったが奄美・沖縄に残るのみである．学者とは違って，生活者の
視点から民俗行事に関心を抱き関わっている某郷土研究家は，ボトムアップの与論学を構想している．
人は人に会いに来る，人が人を呼ぶという観光の本質に鑑みれば，与論の人々こそが一番の資源であ
る．サンゴ礁島嶼の観点では，琉球列島のサンゴ礁地形および造礁サンゴがコンパクトに美しくまと
まった形態こそが，与論島の魅力であり，だからこそヨロンブームが訪れたのである．島民の方々と
の協働を通して，世界遺産とは異なった地域再生・活性化への道筋を示せればとの思いを新たにした．

今回は現地調査を十分に実施することが叶わず，追加の聞き取り調査の機会とも位置づけていた地域コ
ミュニティでの成果報告会も遂行できなかった．地（知）の拠点整備事業：火山と島嶼を有する鹿児島の
地域再生プログラムの枠内か否かは未定ながら，今回の地理学的知見を踏まえつつ，当初に計画していた
伝統的な有り様（堀，1979）からの時代的変貌，また生業・世代や集落の違いによって島民の空間認識さ
らに世界観に相違がみられるのかどうかについてアプローチしていきたい．そのように展開することで，
今回よりも広範でより地元に根ざした地域再生・活性化への意義を指摘しうると考える．

    No.4



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 鹿児島大学教育学部国語教育講座
・氏名 原田義則
・地域志向教育研究経費区分（G.地域課題解決志向教育）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 5

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

離島における教育の質的環境の向上
～ 与論町の教育的ニーズに対応した大学の関わりを通して ～

本研究は，大学と鹿児島県の離島の自治体及び学校が，主にインターネット通信を用いて連携することで，「地
（知）の拠点」としての継続的な役割を果たす「地域志向型教育研究」の開発を目的としている。

今回，連携をした与論町の学校は離島のため，本土と比べ教育環境が十分に整備されているとは言い難い。し
かし，一方で与論町の特色を生かした教育活動の展開等，学ぶべき点が多いことも事実である。研究を進めること
で明らかになった成果等を学生の教育に還元したい。

今年度は与論町立那間小学校との連携を中心に，研究を進めてきた。国語科教育講座の教員全員が関わ
り，4回の連携を実施できたことで，主に次のような成果を得ることができた。

➀ インターネット通信による大学教員の継続的校内研修支援の実現
➁ 与論町教育委員会及び各小中高校の特色ある教育活動情報の集積

➀の具体的内容として，夏季休業中の校内研修会や研究授業等に，大学教員がwebカメラを通じて参加し
たり指導助言を行えたりしたことが挙げられるまた，国語科専修の学生もこの場に7名参加してもらい，授業
を見ながら疑問に思ったことをその場で討議するという，新しい試みも行うことができた。

②は，与論町と連携していく中で，有益な情報を得たことを意味している。例えば，本年度創設された「与論
町ふるさと留学制度」，与論中・高の「連携型」中高一貫教育の取組み等，与論町の良さを生かした取組みを
「肌感覚」で認識することができた。これらの取組みの底流には，与論町教育委員会が宣言している「教育立
島」への強い思いがあることもうかがえた。
なお本研究の成果については，平成28年度に全学対象の共通教育「『大学と地域』まちおこし・教育クラス」

にて，国語科講座の3人の教員がチームを組み，与論町出身の現役小学校校長も交えながら，具体的に伝

えていく予定である。学生は，離島僻地を有する本県教育の特色，ひいては全国の類似した地方の教育をよ
り深く理解し，地域を志向した教育・研究・地域貢献を目指す人材へと成長することが期待される。

本年度は，「人的つながり」の構築にも重点を置いて，研究を進めてきた。その結果，学校教育関係者だけ
でなく，地域の方々とも積極的に話し合う機会にも恵まれ，今後の協力についても依頼することができた。加
えて，平成28年2月29日に，与論中学校1年生を対象とした授業を大学教員が行うことができた。参観者から

は，同校の教員・保護者・地元の新聞記者等であったが，「今後もこのような取組みを継続して欲しい」などの
声が寄せられた。

本研究を今後，更に拡充することによって，与論町教育委員会が重点項目とする「ことばの教育」に寄与す
ることが出来ると思われる。そして，ふるさとの伝統や地域のよさに誇りをもち，進んで地域づくり・社会づくり
に努める人材育成の一助になると考える。

今回は，本研究の初年度のため，まず人的環境の整備に重点を置いてきたが，今後は物的環境の準備に重点を
移したぃ。与論町教育活動への「継続的支援」を可能にするには，「利便性」の高い機器や回線の整備が必要であ
る。外部資金の獲得や与論町教育委員会との相談により，専用の端末機器等の整備を進めていきたい。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属：教育学部技術専修
・氏名：浅野陽樹
・地域志向教育研究経費区分（E）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.6

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

与論町自生のゲットウを用いたコンポスト作りとその栽培利用に関する研究

ゲットウ葉の付加価値化による産業の創出とゲットウ栽培面積の拡大による赤土流出の防止を最終目標
とする。本研究は、2012年3月、ゲットウ葉の乾燥粉末に3つの価値「①土壌添加剤」、「②香料・防虫剤
（植物源農薬）」、「③家庭用コンポスト製造資材」を付与することで商品化を目指す企画を提案し進め
ており、本申請課題は「③家庭用コンポスト製造資材」としての付加価値化を目的としている。また、本
成果を与論町にて島民に対して報告するとともに情報交換することで、コンポスト製造等に関する協力体
制を構築し、ゲットウ葉の利用促進を目指す。

残飯のコンポスト化過程において時折発生する悪臭は、
実践者がコンポスト化活動を継続しない一因となる。こ
の問題は、経験の浅い管理者で発生しやすく、特に小学
校でのコンポスト化～栽培学習では重要な解決すべき課
題である。本課題では、ゲットウ葉粉末が悪臭防止に有
用であることを観察で明らかにした。ただし、悪臭とな
るガス成分を特定できず、低減効果を定量化することが
できなかった。製造したゲットウコンポストの肥料効果
をミニ大根の栽培試験で評価した結果、ゲットウの添加
による収量の低下傾向が認められた。この結果について
は、本実験系が残飯投入量を多く設定したためコンポス
トの未熟化が推察されたこと、前年度までの実験結果で
は大きな収量低減は見られていないことから、大きな問
題ではないと考えている。

本課題で得られた成果とこれまでに積み上げてきた成
果は、与論町の一般市民を対象に報告・講習する形で還
元した。また、市民との情報交換を通して協力者を得る

ことができた。ゲットウ
葉粉末を消費者に配布し、
商品としての価値に関し
て調査する運びとなった。

課題：ゲットウ葉添加によるコンポストの臭気低減効果について、臭気ガスの特定、臭気低減効果の定量化、

また臭気低減効果の機作の解明を課題とする。

展開：課題解決のための研究推進とゲットウ葉粉末使用者（消費者）からの情報収集ならびに課題の抽出に努

める。また、ゲットウ葉粉末の３つの付加価値の有無についても検証する。
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供試品種：葉根っ子
栽培期間：2015年11月9日～2016年2月3日

施用量標準 施用量2倍

各種コンポストがミニダイコンの生育に及ぼす影響

試験風景

袋栽培

収量調査

コンポスト製造資材としての効果

★臭気低減効果
ゲットウ添加による明らかな臭気低減効果
ただし、検知管による調査ではすべて検出限界以下

調査ガス：アンモニア、メルカプタン類、硫化水素、

アセトアルデヒド

★栽培試験による肥料効果（下図参照）

ゲットウ添加により肥料効果が低下する傾向

※投入残飯量が多い条件下

与論町民の皆様との情報交換、
協力体制の構築



目標の達成および成果

・所属 法文教育学域教育学系
・氏名 肥後祥治
・地域志向教育研究経費区分（ Ｇ ）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

 No.7

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

鹿児島県下特別支援学校の重度行動障害のある児童生徒に対する
指導力向上に向けたOn the Job Training プログラムの開発および
校内支援体制構築にむけた実践的研究

重度の行動障害は、二次障害として理解されることが多く、その対応は一般的に難しいとされている。
しかし、行動障害が重篤になるのは、学齢期特に中等教育の時期であることが先行研究から明らかになっ
ているが、実際の教員養成においては、行動障害のへの対応の基本的な理解や方法論について学ぶ機会が
ない場合がほとんどである。そしてこのことは、対応の難しい行動障害への教師の誤った対応を行い障害
の重篤化の背景にもなっている。そこで本研究は、行動障害に支援について学ぶOn the Job Training プロ
グラムの開発とその効果の検証することを主たる目的とした。

特別支援学校に勤務する教師むけの行動障害への支援の在り方について学ぶOn the Job Training
(OJT) プログラムを作成し、実際の１つの特別支援学校に勤務する教師の有志に対してプログラム
を実施した。

プログラムは、５回シリーズで構成されそれぞれ「行動分析のイロハ＋α」、「行動が続くのに
はわけがある」、「子どもの行動をそだててみましょう」、「『問題行動』は誰にとって『問題』
なのか」、「もつれた糸は、わかるものから一本一本。やるときは「せーのー」で、みんなで取り
組む」をテーマとした。また、このプログラムは、実際にその特別支援学校に在籍する児童生徒へ
の評価、プログラム立案、支援の実践、プログラムの修正といったPDCAサイクルを内在している点
やグループによって実際の指導プログラムの検討やするグループ学習の形態、そして全体として
ワークショップ形式のプログラムとして作成された。

実際にはこのOJTプログラムには、ある一つの特別支援学校の32名の教員が参加した。プログラム
実施に際しては、参加者の勤務が終了する午後5時から2時間で、基本的な講義とグループによると
グループワークが行われた。最終的には、参加者の約97%が、プログラムに参加して良かったと回答
しており、プログラムの中で扱った知識も、プログラム受講後に５%水準で有意な増加傾向が確認さ
れた。また、参加者が取り組んで児童生徒の行動面の問題も改善したことがあきらかとなった。以
上のことから本プログラムの臨床的な有効性が確認されると同時に、参加した教師の所属する学校
における教員の専門性の向上に貢献することができた。

今回作成したOJTプログラムが学校の研修スタイルとして有効であることがしめされたが、他の学校にお
いける追試をおこなうことで、プログラムの有効性に関する評価を確認する必要があると考える。また、
今回の参加協力校における特別支援教育の支援体制への影響の評価を継続し、学校の問題解決スキルの向
上に対する本プログラムの有効性について資料を集めていくことが、次の段階にすすむために必要な取り
組みであると考えられる。

研究の背景と目的



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 医歯学域（大学院医歯学総合研究科）
・氏名 菊地聖史（代表者）、馬場昌範、宮脇正一、馬嶋秀行
・地域志向教育研究経費区分（A）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.8

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

大規模災害時の身元確認業務と歯科医療支援への対応能力向上と
関係諸機関との連携強化

大規模災害発生時に歯学部と歯科病院を擁する鹿児島大学が地域から期待される主な役割としては、

(1)身元確認（歯科的個人識別）業務と(2)被災住民に対する歯科医療支援（歯科治療や口腔ケア）への協

力が挙げられる。これらは、自治体（鹿児島県）や鹿児島県警、鹿児島県歯科医師会など関係諸機関と連

携して行うことになる。そこで、本研究は、大規模災害時の身元確認業務と歯科医療支援への関係者の対

応能力の向上と、鹿児島大学ならびに地域の関係諸機関との連携強化を図ることを目的とした。

鹿児島県歯科医師会の担当者との打ち合わせにおいて、「鹿児島県歯科医師会大規模災害対応マニュア

ル」や同歯科医師会主催の「死体検案・身元確認業務等研修会」など、大規模災害に対する取り組みにつ

いて説明を受け、情報共有と意見交換を行った。さらに、東日本大震災における東北大学の身元確認（歯

科的個人識別）業務の取り組み状況について学ぶとともに歯科医師会の災害対策の内容を把握することで

大学と関係諸機関の役割や協力体制について考えることを目的とした講演会を企画した。平成27年11月24

日、東日本大震災で身元確認業務に従事した東北大学大学院歯学研究科准教授鈴木敏彦先生と鹿児島県歯

科医師会副会長（日本歯科医師会 災害時対策・警察歯科総合検討会議委員）西 孝一先生を講師とした

講演会を鹿児島大学歯学部において開催した。

講演会参加者を対象としたアンケートの結果によると、「大規模災害時に地域の歯科医療機関や歯科医

師が果たすべき役割を再認識した」、「歯科的個人識別の有効性が理解できた」、「他機関との連携の重

要性が理解できた」といった主旨の感想が多数寄せられ、講演会の開催が、参加者の身元確認業務に関す

る知識の習得や問題点の把握、平時の準備と訓練の重要性の再認識、関連諸機関との協力体制強化の必要

性の再認識、危機管理意識の向上などにつながったと考えられた。また、本研究課題の実施が一つのきっ

かけとなり、「鹿児島大学歯学部大規模災害対策準備ワーキンググループ」が設立され、今後の対応につ

いて協議することとなった。さらに、平成28年１月30日に開催された「平成27年度法歯学研修会」に鹿児

島大学歯学部が初めて共催として加わることとなった（主催：鹿児島県歯科医師会、共催：鹿児島県警察

本部、第十管区海上保安本部、鹿児島大学歯学部）。

以上の成果から、現在、大規模災害時の身元確認業務と歯科医療支援への対応能力向上と地域の関係諸

機関との連携強化という本研究の目標を達成しつつあると考えられる。

今後の課題は、より具体的な行動計画の策定や必要な装備の充実、実技訓練の実施、生前の歯科情報の

確保、大規模災害に対応可能な人材の育成などである。今後の展開としては、歯科医療支援や身元確認業

務に関する講演会や研修会の学内における定期的な開催、歯科医師会など関連諸機関が主催する研修会等

への積極的な参加、大規模災害対策に関する内容の歯学部教育へ導入などが挙げられ、それらにより災害

対応拠点としての鹿児島大学の機能がさらに向上することが期待される。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 医歯学総合研究科 咬合機能補綴学分野
・氏名 南 弘之
・地域志向教育研究経費区分（E）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.  9

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

無歯科医離島への巡回歯科診療同行実習が歯学部臨床実習学生の地域
志向に与える効果

歯学部では教員が離島巡回歯科診療に参加する社会貢献を行っている。この巡回診療に臨床実習の学生が同
行し，無歯科医離島の環境を体験しながら，歯科医療の現場を目の当たりにすることによって，無歯科医地区での
巡回歯科医師の役割や，地域完結型医療，診療を円滑に行なうためのコミュニケーション能力の重要性など，離島
における医療の特性について理解を深めさせる。さらに，医療機関の受診機会が少ない地域においては，疾患を
予防するための住民教育の重要性を認識させる。本研究の目的は，実習への学生の参加を促すと同時に，これら
の経験が学生の地域志向に与える効果について体験レポートの分析を行ない，地域志向の歯科医師育成教育の
充実に役立てることである。

本事業による補助を受けた歯学部の臨床実習の学生が，十島村悪石島（２名），宝島（２名），小宝島（１名）での
離島巡回歯科診療に，教員に同行して参加した。予定ではもっと多くの診療行程が汲まれていたが，悪天候で予
定変更や中止に至った行程もあった。また，予定通りに出発しても天候の急変により，予定を切り上げて終了した
行程もあった。このような状況も離島を対象としているからこそであり，離島の厳しい生活環境を理解する上での一
助となった。
地域指向型教育への成果：
無歯科医離島の生活環境や医療環境を体験しながら，歯科医療の現場を目の当たりにした。実習後には体験

報告を作成することによる振返りを行った。参加学生は，この実習を通じて，無歯科医地区での歯科医師の役割
や，地域完結型医療，診療を円滑に行なうためのコミュニケーション能力の重要性など，無歯科医離島における
歯科医療の特性について理解を深めることができた。したがって，本実習の遂行は，離島を多数抱える鹿児島県
において，地域指向型教育として重要なものであることが確認できた。
地域への社会貢献に対する成果：
参加した学生は，いずれも診療体制の構築から診療活動まで積極的に関わりをもち，離島巡回歯科診療に貢

献した。体験報告を作成することによる振返りを行った。医療機関の受診機会が少ない地域においては，治療行
為のみならず，治療の成果を持続させることや，疾患を予防するための住民教育も地域に対する歯科医師の重要
な貢献であることを認識することができた。参加学生には，自身が地域への社会貢献を行ったとの認識は希薄で
あったが，将来は歯科医師として参加して離島巡回診療に参加を希望する声が多く聞かれ，本実習への参加に
よって，地域への歯科医療活動を通じた貢献についての動機付けがなされた。
これらの成果は成果報告として小冊子（タイトル：離島歯科巡回診療同行実習 ～地域に根ざす医療人育成の

取り組み～）にまとめ，学部内，歯学部病院内，および巡回先の各島に配布した。また，巡回先各島には，別途に
治療内容を解説するパンフレットを作成して配布し，受診者数の増加を図った。

離島巡回歯科診療に伴う本同行実習体制，およびその成果の紹介を継続することにより，歯学部ひいては鹿
児島大学の地域への貢献として社会に発信し続けたい。教員は受診者数をより増加させるように努めて臨床実
習としての体制の充実を図り，できるだけ多くの学生を参加させることにより，地域歯科医療に貢献する意識の
涵養に繋げていく。本プロジェクトで作成した小冊子はオープンキャンパスなどでの配布も行ない，優れた人材
を早期から広範囲に求めて行くことに役立てる予定である。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 医歯学総合研究科離島へき地医療人育成センター
・氏名 根路銘 安仁
・地域志向教育研究経費区分（E）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 10

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

異文化フィールド調査早期体験が医療系学生の地域志向に及ぼす研究

昨年度方言調査を中心に早期体験実習を行った結果、地域医療での文化や生活習慣の理解する重要性へ
の気づきや専門学習意欲の向上が学部によらず総ての参加学生に認められた。想定したよりも地域志向教
育に有効な一手段となることを発見したが、数が少なく可能性を示唆するにとどまった。今年度は昨年の
学生アンケート結果から「各専門職種の実務見学」を加え、また卒後医学教育で有効とされている「屋根
瓦方式」を導入した。地域志向教育の有効性の再確認と今回の改善2点について評価を行った。

Ⅰ 学生からの事後アンケート結果から以下の項目についての成果は以下の通りである。
１ 地域志向型医療人養成への有効性
a 医療・保健介護福祉行政の理解

顔の見える範囲で実際に働いている職種を見ることで理解が深まっていた。
今回の「各専門職種の実務見学」は特に歯学部・保健学科学生に有効であった。

b 方言・文化の理解
方言調査を通じて島の文化を理解し、かつ医学に基づく保健と島の文化の保護との衝突を感じていた。
（「与論献捧」の飲酒文化とアルコール問題、医療資源が不足していることによる健康意識や死生観）

c 将来の勤務志向
向上は認めにくかった。最初より興味がある参加者である対象者の偏り、低学年で将来がまだ考えにく
いなど様々な要因が考えられ、今後も調査が必要と考えられた。

２ 地域医療における「屋根瓦方式」の教育効果
教育効果は、一部認められたが大きなものではなかった。経験者からの知識の伝達よりも、早期体験と
して本人の「気づき」に結びつくのが、非常に有用であるためと考えられた。経験者が再度訪問し新た
な「気づき」もあったが、予算制限があるのであれば、未経験者・低学年の多くの人が参加させるのが
望ましいと考えられた。

Ⅱ 地域への社会貢献
社会貢献として学生実習による直接的なものは少なかった。継続して学生実習をしていたため顔馴染み

となっていたため今回引率教員に講演依頼があった。保健師に健診時の注意事項（発育性股関節形成不全、
不同視弱視と色覚異常、離乳食と成長、母子感染、発達障害、予防接種）についての講演会を2日間行った。
離島では、勉強会に出席しようとしても本土からの距離があり予算や日程的に全員が参加できずに困っ

ている問題であった。そのため今回の講演会は島内関係者から好評であった。この様な活動も「知の拠
点」としての大学の社会貢献としての、ひとつの形であると再発見した。今後、このような社会貢献活動
についても学生に実習内に事前指導もと実施させ学生への認知を高めていきたい。

与論島のような纏まった社会で医療資源、文化を学ぶことは早期体験実習として、地域志向教育のため
に有効であることが再確認された。学生の「気づき」を多くする為、「方言調査」など「課題」を与え、
町の保健福祉施設や医療施設など学ぶ「学習環境を事前に整備」した早期体験実習が、総ての医療系学生
に対して有効である。しかし、予算も限られている為、多くの学生が体験できる効率の良い実習プランの
策定が今後の課題と考えられた。また、今後 「知の拠点」としての大学の社会貢献としての「知識の伝
達」を学生に経験させる仕組みを実習に取り組みたい。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 医学部保健学科看護学専攻
・氏名 中尾優子 吉留厚子 井上尚美
・地域志向教育研究経費区分（…G…）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 11

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

徳之島における地域特性を活かした母子保健事業の推進

離島である徳之島では、妊娠・分娩・産褥・新生児期の合併症や異常が生じると島外医療機関での加療や島外
搬送となる。そのため、周産期の異常発生により、産婦と家族の分離や母子分離などが生じ、経済的問題のみなら
ず心理的負担が大きくなる現状がある。市町村では周産期の異常の予防として母子保健事業の一環で母親学級
など、予防教室を開催している。しかし、全体の参加率は30％であり、予防対策としては十分とは言えない現状に

ある。そこで、本課題は、大学研究機関としてのスキルを活用し、島嶼の母子保健・周産期医療に関わる機関・
人々と連携しながら地域特性を活かした母子保健事業の推進を行うことを目指す。今回は、対象者へ母子保健事
業に対するニーズ調査を行い、母子保健関係者と島内が抱える課題を明らかにする。

本調査は、妊娠中の女性と未就学児をもつ母親473名を対象に質問紙調査を行った。現時点で回収されて
いる未就学児をもつ母親 293件（回収率61.9％）の分析が終了している。
【調査結果】対象者は、職業はパート・アルバイトが111名（37.9％）と最も多く、その他会社員や自営業
等働いている母親は203名（69.3％）であった。妊娠期の出産準備教室（マタニティクラス）などの指導が
必要と思っている母親は「強くそう思う」「そう思う」を合わせて261名（89.1％）であった。実際に、出
産前準備教育（以下マタニティクラスとする）への参加した経験がある者は177名（60.4％）、参加経験が
ない母親が113名（38.6％）であった。参加者への質問では、参加したマタニティクラスが行われた場所は
病院96名（54.2％）、保健センター51名（28.8％）であった。マタニティクラスの情報は母子手帳交付時
の案内が81名（45.8％）と最も多く、次いで助産師39名（22.0％）であった。一方、参加経験のない母親
へ参加できるマタニティクラスの開催曜日をたずねたところ、土曜日37名（32.7％）、日曜日34名
（30.1％）であり、時間帯は9時から12時が40名（35.4％）、妊婦健康診査後が30名（26.5％）が多かった。
また、参加しやすい開催場所としては、保健センター59名（52.2％）、病院33名（29.2％）。参加へつな
がる案内方法としては、妊婦健康診査の際の案内69名（61.1％）、母子手帳交付時の案内22名（19.5％）
が多く見られた。さらに、託児があれば参加するかの問いには、「強くそう思う」「そう思う」合わせて
92名（81.4％）であった。

以上の結果より、徳之島町の未就学児をもつ母親の多くが働きながら子育てをしており、市町村の母子
保健事業で行われているマタニティクラスは平日の午後に開催されているため、参加しにくい現状がある
ことが分かった。また、マタニティクラスへ参加しやすい場所としては保健センターを選んでいることか
ら、対象者が参加しやすい週末の保健センターでの開催を検討する必要があることがわかった。また、参
加を促す方法として、母子手帳交付時の案内だけではなく、妊婦健康診査に関わる助産師など医療者から
の案内も効果をもたらすと考えられた。さらに妊婦健康診査後のマタニティクラスへの参加希望もあり、
医療機関と市町村保健センターが連携して母子保健事業・マタニティクラスを推進する必要があることが
分かった。本調査は、徳之島町保健センター、医療法人徳洲会徳之島徳洲会病院の協力によって行われた。

今後は本研究結果を踏まえ徳之島町保健センター、並びに徳之島で唯一の周産期医療施設である医療法
人徳洲会徳之島徳洲会病院と一緒に母子保健事業の推進へ向けた取り組みを検討していきたい。また、今
回は、徳之島町の母親を対象とした調査であった為、今後は徳之島の他の市町村である伊仙町、天城町に
おいても同調査を行い、子宝の島である徳之島全体の母子保健事業の推進へ向けた取り組みを模索し、離
島の周産期医療・母子保健事業への貢献を続けていきたいと考えている。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属：理工学研究科海洋土木工学専攻
・氏名：安達 貴浩
・地域志向教育研究経費区分（E）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 12

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

鹿児島県内の河川流域における地域防災力向上のための研究

川内川流域では，平成18年7月19日～23日の記録的な大雨によって，甚大な被害が生じた（以下「H18年
豪雨」）．このような豪雨災害を受けて，平成23年度までに河川激甚災害対策特別緊急事業が実施され，
現在は鶴田ダム再開発事業が実施されている．これら事業によって，ハード面での整備が充実化すること
になるが，計画規模以上の豪雨が発生すれば，ハード対策だけで災害を防ぐことはできない．このような
状況において，人的被害の発生リスクを低減するソフト対策を講じる必要があるが，そのためには住民の
水害に対する避難行動を知ることが重要である．以上のような背景を踏まえて，本研究では，アンケート
調査結果に基づいて．適切な避難行動がとられない原因等を明らかにすることを目的とした．

1. 目標の達成 以下の2つの目標を定めていたが，所定の成果が得られた．
①川内川流域を対象にアンケート調査を実施し，適切な避難行動がとられない理由を明らかにした．
②状況に応じた実用的な河道形状の計測手法を確立するために，求められる精度に対応した計測手
法を考案した．同時に，河道地形変化に関連する水質等の調査を実施した．
2. 具体的な成果 平成18年7月豪雨時に，公的機関によって救助された人は472名いたが，本アンケー
トによって，実際に救助された住民全体の10%程度の回答が得られた．この回答に基づいて，「救助
されるまで避難しなかった理由」を調べると，66%が「自宅にいた方が安全だと考えた」，「過去の
水害から判断して被害がでるとは考えなかった」といった「リスクの過小評価と避難行動の遅れ」に
よって，避難すべきであったにもかかわらず，避難できず救助されたことが分かった．また，当時，
避難勧告や避難指示の情報伝達が適切に機能せず，結果的に救助されたという回答者も24%いた．平
成18年7月豪雨以降，行政によって，防災無線受信機の普及，避難勧告・指示のタイミングの見直し
等が行われているが，緊急時には，避難情報の伝達に支障が生じる可能性を考慮して，地域防災力の
向上のための方策を検討することが重要であると言える．

住民の方々には，自らの意識を客観的に理解していただく必要であるため，今後，本研究成果を広く伝
えていく予定である．また，川内川流域では，地域住民の方々を対象とした防災学習プログラムやマイハ
ザードマップ作りが実施されているが，防災学習プログラムを積極的に導入しようとする地域が意外と少
ないことが問題となっている．このため本研究の成果を地域に還元することを目的として，上記の活動に
参画すると同時に，防災学習プログラムの普及を促進する新たな手法について検討する予定である．

表-1 H18年豪雨時の被救助者の数

県名 市町村名 被救助者数

薩摩川内市 11
さつま町 237

伊佐市（旧大口町） 38
伊佐市（旧菱刈町） 49

湧水町 76
宮崎県 えびの市 62

473合計（川内川流域）

鹿児島県

表-2 アンケートの配布と回収の状況 
アンケート配布数 回収数 回収率

薩摩川内市 49 22 45%
さつま町 452 193 43%
伊佐市 377 165 44%
湧水町 122 43 35%
未記入 ― 11 ―
合計 1000 434 43%



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 農学部
・氏名 地頭薗 隆
・地域志向教育研究経費区分（A）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 13

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

鹿児島県で発生する深層崩壊の実態，予測，対策と地域防災力の向上

鹿児島県は，わが国で最も頻繁に崩壊，土石流等による土砂災害に見舞われる地域である。近年は気候
変動に伴う記録的な豪雨により基盤岩から崩れる大規模な崩壊（深層崩壊）が増加している。深層崩壊は
土砂量が多く，甚大な土砂災害をもたらす場合があり，その対策が社会的に急がれている。出水市，南大
隅町等の県本土で発生した深層崩壊は詳細な調査研究を行っているが，離島に関しては十分ではない。

本研究は，特に奄美大島と屋久島で発生した深層崩壊の実態と特徴を明らかにし，水文地形学的な立場
からの崩壊発生場の予測，湧水等の水文情報を活用した警戒避難対応について研究を進め，地域防災力の
向上に資するものである。

県本土で実施した深層崩壊の予測・対策の調査研究手法を奄美大島と屋久島に展開した。
①奄美大島では2010年と2011年の豪雨により，堆積岩斜面で複数の深層崩壊が発生した。当時の状

況が維持されている崩壊地において，地形・地質構造の調査と湧水分布，湧出量，水質等の水文調査を
行い，発生予測と対策に必要な情報を得た。2011年，龍郷町赤尾木の加世間沢で発生した深層崩壊地
（図1）を調査した。崩壊規模は，最大幅約40m，長さ約120m，最大深さ約8m，土砂量約2.6万㎥であ
り，崩壊斜面の地質は砂岩・頁岩互層で深層まで破砕されていた。
②屋久島土面川では1997年の豪雨により，花崗岩の風化物（マサ）斜面で深層崩壊（図2）が発生し

た。崩壊地は現在も維持されており，地質構造，湧水，地下水等の調査から崩壊発生メカニズムを明ら
かにし，花崗岩山地における深層崩壊の予測と対策に必要な情報を得た。崩壊規模は最大幅約90m，長
さ約230m，最大深さ約10m，土砂量約10万㎥であった。崩壊斜面は花崗岩が深層まで風化していた。
崩壊が発生した小流域は比流量が非常に高く，地形的流域界を超えて地下水が集中する地下構造が推定
された（図3）。

これまで県本土で蓄積した深層崩壊地の研究成果と今回の離島における研究成果を総合して，鹿児島県
で発生する深層崩壊とそれによる土砂災害の実態と特徴を明らかにする。さらに，予測される大規模降雨
多発時代に向けた深層崩壊発生の予測，警戒避難等の防災対策に水文情報を活用した新しい手法（湧水を
指標にした深層崩壊発生警戒装置「湧水センサー」，渓流水の電気伝導度ＥＣ測定による発生場予測装置
「タブレットＥＣ」）を導入して，鹿児島県の地域防災力の向上に貢献する。

図１ 加世間沢の深層崩壊 図２ 土面川の深層崩壊 図３ 比流量と渓流水ECの分布

1997年土面川
深層崩壊地



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 農学部 生物環境学科
・氏名 肥山 浩樹・籾井 和朗
・地域志向教育研究経費区分 E

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 14

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成27年度 地（知）の拠点整備事業

徳之島サトウキビ圃場の水消費に関する実証的研究

作物の消費水量の適切な評価は、地域水資源の有効利用や水の作物生産性評価の観点から重要である。
鹿児島県島嶼域における基幹作物であるサトウキビの灌漑には、従来の経験値である間断日数7日間で灌
水量21mm（3mm/d）が用いられており、貴重な淡水資源の利活用のためには、実証的な現地観測に基
づく評価が求められている。

本研究は、徳之島のサトウキビ圃場において蒸散量および土壌水分を実測により明らかにし、鹿児島
県島嶼域の農業農村整備事業実施計画に不可欠である実情に応じた畑地灌漑計画の策定に貢献すること
を目的とする。

鹿児島県農業開発総合センター徳之島支場において、春植えサトウキビ圃場内に試験区を設け、ヒー
トパルス法を用いた茎内流量測定による蒸散量の評価および静電容量型土壌水分計を用いた土壌水分測
定を行った。観測期間は平成27年8月11日から11月11日までの3ヶ月間である。
観測期間中の蒸散量は0.2～3.4mm/dであり、降雨時に極小値を取り、降雨終了時に急激に増加し、

その後の晴天とともに緩やかに減少した。この間のペンマン蒸発位は2～7mm/dであり、その日変化傾
向は蒸散量とほぼ一致した。ほとんど降水がなかった9月8日から10月4日（総降水量6.5mm、いずれの
降雨も3mm/d未満であり灌漑計画上無効降雨とされる）において、蒸散量は3mm/dから2mm/dに低下
した。この間、ペンマン蒸発位はほぼ一定であることから、土壌水分不足によりサトウキビが水ストレ
スを受け、蒸散量が低下したと考えられる。
土壌水分計はサトウキビ根域の深さ5、15、25、35、50、70cmの6箇所に埋設し、1時間間隔で測定

した。表層の土壌ほど水分量の増減が激しく、深さ70cmでは大きな変化は認められなかった。その結
果、ほとんど降水がなかった9月17日以降に、深さ25cmまでの土層が成長阻害水分点に達していたと
考えられ、サトウキビが水ストレス状態にあったと推察された。
灌水量や間断日数を決定するために必要な総容易有効水分量（TRAM）を土壌水分鉛直分布の日変化

から算定した。制限土層となったのは最上位の土層（深さ0～10cm）であり、TRAMは35mmと推定さ
れた。旱天期の平均日消費水量4.8mm/dより、間断日数7日間は妥当であるが、灌水量は4～5mm/d必
要となる。現行の3mm/dの灌水量では夏期の旱天期に土壌水分が不足することが明らかとなった。

奄美地域では梅雨明け後干ばつを受けることが多く、この時期の干ばつは減収の要因となることから、
4～5mm/dの灌水量を確保する必要がある。

・現地土壌の水分恒数を室内試験から求め、より詳細な水分動態の解析を行う必要がある。
・鹿児島県内の異なる島において同様の研究を実施し、土壌や気象条件の違いが蒸散量や土壌水分に及

ぼす影響を明らかにし、鹿児島県島嶼域全体の畑地灌漑計画の策定に貢献したい。



研究の背景と目的

・所属：農学部附属焼酎・発酵学教育研究センター
・氏名：髙峯 和則
・地域志向教育研究経費区分（C）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No.15

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

風味の多様化を意図した黒糖製造法の開発

黒糖は，サトウキビの搾汁液を煮詰めることで作られる甘味料であり，沖縄や鹿児島の特産品として広く知られ
ている．鹿児島県産の黒糖は，品質が高い一方で小規模工場が多いために現在利活用が限られている．そこで
我々は，用途や嗜好に合わせて黒糖の風味を多様化する方法を開発することができれば，黒糖の利用価値の上
昇，需要拡大が望めるのではないかと考えた．

黒糖の風味は，サトウキビ品種のみならず搾汁液の加熱中に起こるメイラード反応に影響を受ける．メイラード
反応はpHにより制御されるため，製造現場における石灰添加量の違いが黒糖の風味に大きな影響を与えていると
予想される．そこで，上記の違いが黒糖の品質に与える影響を理化学的に解明した．

■石灰水添加量の異なる黒糖の製造
2015 年 4 月 15 日に鹿児島県喜界町にて収穫したサトウキビ (RK97-14) を原料とした．ステンレスジューサーを
用いて搾汁後冷凍保存し，使用時に適宜解凍し黒糖製造に用いた．キビ汁2 kgあたり石灰水 (15% (w/v) ) を3, 5, 
7 ml添加・ライミング後，加熱し，浮遊するアクを取り除いた．液が粘稠になり，液温が125-128℃になったと
ころで加熱を終了し，結晶化するまで攪拌冷却した．キビ汁2 kgから200〜300 gの黒糖が得られ，石灰水添加量
3, 5, 7 mlの黒糖をそれぞれ kokuto-3, kokuto-5, kokuto-7とし，分析に供した．

今後はメイラード反応の促進に寄与していると考えられるもう一つの因子，サトウキビの搾汁液を煮詰める鍋の
材質に着目し，鉄製及びステンレス製の鍋で製造した黒糖の性質の違いを明らかにする．

また今年度作製した黒糖を用いて焼酎製造を行い，黒糖の性質の違いが酒質に及ぼす影響を明らかにする．
今回検出された甘い香りに寄与する成分に特に着目し，分析を進める予定である．焼酎原料として利用価値の高
い黒糖の開発は需要拡大につながり，県内産のサトウキビ利活用の向上，雇用の拡大や農家の活性化が期待で
きる．

Kokuto-3 Kokuto-5 Kokuto-7
pH 06.1 07.3 07.8

Saccharides
(g/100 g)

Sucrose 71.6 81.0 83.0
Glucose 03.7 01.0 00.7
Fructose 02.5 00.5 00.4

Total amino acid (mg/100 g) 29.5 28.5 28.1
Total phenol (µmol GAE/g) 19.0 16.0 16.0

■石灰添加量の異なる黒糖の品質評価
黒糖の pH 及びスクロース含量は，石灰添加量に比例して上
昇した．石灰添加量が少ないほどグルコース及びフルトー
ス含量が高かったことから，pH が低いとスクロースの転化
が進むことが確認できた．味認識装置による分析の結果，
石灰添加量が多いほど塩味の評価が高くなり，石灰の添加
が塩味を増強することが示唆された．また石灰添加量が少
ないほど苦味や渋味, 酸味が高くなる傾向にあった．
Kokuto-3は他のサンプルに比べてフェノール量が多かった
ことから，黒糖に含まれるフェノール類が渋味などに影響
していることが示唆された．またGC-MS を用いて揮発性成
分を分析した結果，kokuto-7では黒糖の甘い香りに寄与する
成分が検出され，その化合物はメイラード反応によりアミ
ノ酸から生成していると推察された．kokuto-7のアミノ酸含
量が他のサンプルより低かったことから，高pHにおいてメ
イラード反応が促進したと考えられる．このようにキビ汁
への石灰添加量を調整することにより，味及び香りが異な
る黒糖を製造できることが明らかになった．

目標の達成および成果

Table 1 作製した黒糖の一般分析

Fig. 1 作製した黒糖の味分析
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かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

鹿児島県の森林資源利活用を担う素材生産事業体事業経営の持続可能
性

日本の森林資源は充実しており、国内からの木材供給体制の整備が緊急の課題である。特に、拡大する木材需要の
中で素材生産事業体の経営組織の整備が求められる。そこで、既存の素材生産事業体の現状と課題を明らかにする。
特に経営の持続可能性という観点から、組織の運営と作業の担い手である林業労働者の確保および人材育成に着目し
て、具体的には各事業体の経営状況、高性能林業機械等に対する投資状況、確保している人材の現状、人材教育体制
等について調査を行った。また、研究を題材にして学生の課題追求能力、分析能力を高める。演習等の授業の中でアン
ケート分析を試みることを通して、能力を養成する。、

本研究の成果には、地域貢献面、学生教育面から述べる。
本調査では、森林資源成熟、素材生産拡大期における鹿児島県内の素材生産事業体の現状および生産拡

大に伴う事業体の課題を明らかにしようとするものである。各事業体へのアンケート調査の実施、その後
の集計、分析活動を森林政策学演習の中で実施した。学生の教育面から述べると、学生の多くが、卒業論
文の実施時に初めて聞き取り調査や アンケート調査を実施する以前に、部分的にも調査、分析の順番や
データの整理の仕方について経験することにより、地域の様々な課題をテーマにした卒業論文に取り組む
準備となった。また、逆に学生の整理能力、分析能力について教員が把握することができたことから、来
年度以降の学生指導、事前学習の必要を認識する機会となった。

また地域貢献面として成果を述べる。素材生産事業体は、以前に比べて機械化が進んでおり、高性能林
業機械購入者は限定されるが、投資金額が大きくなっており、経営上大きな負担となっていることが明ら
かになった。また、事業規模の拡大に伴い経費の増大も続いており、この面から財務管理能力の育成が課
題となっている。また、以前ならば、日雇林業労働者が多く月給制の固定的な給与支払いの形態はわずか
であった。しかし、回答のあった事業体を見る限り、月給制の支払い形態の割合が高まってきている。こ
のことは機械経費の拡大とともに、事業体の固定的な経費の増大につながる。このようなことから、素材
生産事業体の管理者は、生産技術の能力に加えて会計・財務面での管理能力が必要となっていることが窺
える。今後、調査結果を生かして、事業体のあり方と事業体向け社会人教育の内容の充実に生かしていき
たい。本アンケート調査でわかったことと、社会人教育の過程で積み上げてきた実績とを組み合わせて、
いままでの人材養成のプログラムの充実を推し進め、社会人プログラムで実証していく予定である。また、
地域の素材生産事業体のメンバーと相談して2016年度内に、成果を報告する機会を設定したいと考えてい
る。

鹿児島県内の求人状況が変化しており、林業従事者を確保するこ困難となってきている。その人材も単なる労
働者というのではなく、現場の状況に対して臨機応変に対応できる能力を有する人材の確保が求められている。
他産業の求人の増減に影響を受けてきた林業であり、人材の確保は困難を極めているが、林業生産独自の能力を
養成し、生活可能な給与水準を確保するためにも、効率性の確保と森林資源の持続性を確保した生産を担う人材
を地域林業事業体と一緒に検討してきたい。本研究調査の結果をを利用して、大学が素材生産事業体のあらたな
人材育成のための教育プログラムの開発に結びつけたい。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 農学部
・氏名 坂井教郎
・地域志向教育研究経費区分（C）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名
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かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

甑島における農林資源の有効利用と付加価値向上による地域活性化

甑島の農林業は，土地が狭小であるため大規模な農林産物の生産が困難であり，生産者の所得を高める
には，加工・販売を含めた六次産業化あるいはブランド化といった付加価値の向上が課題となる。実際に，
農産物や特用林産物の加工・販売に取り組む事例もあるが，離島の条件不利性もあり，いずれも生産量が
不足・不安定な状況にある。本事業においては，農林産物の生産・加工に関わる地域課題等を明らかにし、
さらに施策や仕組み作り等を通じて，農林資源の有効利用と付加価値向上による島の活性化方策を学生教
育の一環として検討する。

卒業論文「離島における農産加工販売のあり方-鹿児島県甑島を事例として-」において，甑島の島
内の農林産物の加工・販売者を，原料仕入れ先と販売先との関係から，次の3つのグループに分類し，
それぞれの特徴について考察を行った。

①島内産原料×島外販売：
・農業生産法人によるパッションフルーツのジュース・ジャム等への加工・販売
・生活研究グループによる玉ねぎドレッシングの製造
・町内会による椿油の製造の取り組み

②島外産原料×島内販売
・新規参入の豆腐製造業者による豆腐・大豆バターの加工・販売

③島外産原料×島外販売
・酒造会社（2社）による芋焼酎製造

①のタイプは，島内産原料を用いているため原料を十分に確保できず供給が不足している。今後，
大きく販売の拡大を図ることは難しいが，地域コミュニティ活性化の観点からは一定の役割がある。

②のタイプは，原料を島外から調達しているため供給面の制約はない。島内スーパーで販売される
豆腐より高価なものを島内で販売しているが，豆腐の販売と通じて地域内のコミュニケーションの場
を創出している。ただし島内市場は小さく，今後，販売拡大を志向すれば、次の③タイプにシフトし
ていく可能性が高い。

③のタイプは一部を除けば原料調達先も販売先も島外であり，安定的な原料の確保と売上がある。
以前は島内原料，島内販売が中心であったが，農業の弱体化，過疎化による島内市場の縮小により，
島外へシフトしていった。経営は安定しており，現状維持でも問題はないが，農家には甘藷生産拡大
の意向があり，酒造会社側にも島内原料の使用を拡大する意向はある。

椿油の採取・製造・販売については，資源の賦存量の把握，山林の管理方法の改善が課題としてあげら
れる。今後は加工・販売方法の工夫等も含めたコミュニティの活性化に関する調査・研究を行う。

焼酎原料用甘藷については，島内農家による生産拡大の課題についての調査・分析を継続する。
これらの研究成果は学会等で報告する予定である。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 鹿児島大学水産学部
・氏名 佐野雅昭
・地域志向教育研究経費区分（ F ）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名
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かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

離島における水産物を利用したスモールビジネスの可能性とその成立条件の検討
～薩摩川内市下甑島長浜集落における小型エビ類加工事業の実態とその効果

本研究の目的は、水産業を核とする漁業集落のスモールビジネスが離島部の地域経済活性化にどのような効果を
有するのか、またそれが成立する条件はどのようなものか、を具体的事例の検討より明らかにすることである。離島部
を多数有する本県あるいは自治体にとって、このような集落の自発的行動が成功することは地域問題解決の方策と
して大変に有効だと考えられる。その成立条件を検討する本研究は、今後有効な離島関連施策を立案する上で良
い材料となるだろう。

本研究では２度の現地調査を行い、甑島長浜集落における離島漁業再生支援交付金事業、つまり地域水産物を
利用した水産加工品製造販売事業の歴史と現状、その意義を明らかにした。またその問題点を抽出し、離島漁村
の経済活性化に向けた課題を明らかにした。
当地区における離島漁業再生支援交付金事業は2004年から始まり、1期を5年間として現在第3期目に入ってい

る。第1期ではアイデアもなく、他地区と同様に海岸漁港清掃事業や増殖事業に取り組んだ。結果、地域経済の
活性化にはつながらなかった。2009年から始まる第2期では、収益性のある事業を行うよう指示があり、商品価値
がなく未利用であった小型エビ類を利用した「つけあげ」と「ふりかけ」を開発した。これは市場からの一定の評価
を得ることができ、地域特産品・土産物としての販売も順調に行われた。小規模ではあったが、地域資源利用型ス
モールビジネスとしての萌芽を見ることができる。しかし2014年からの第3期に入ると国は活動内容を多様化するよ
う指示を与えた。集落としてこの交付金を利用した「エビ祭り」を9月に初めて開催することとなり、続けて11月には
伝統的な「みなと祭り」も集落が一体となって開催することとなった。離島漁業再生支援交付金事業を繰り返し行う
ことで集落にまとまりができ、異なる年齢階層間の交流が活発化、地域社会全体としての活性化に効果があったと
言えるだろう。
しかし経済的な活性化の面では十分な効果を上げられていないことも明らかとなった。第2期で行った地域内の

未利用資源を利用した加工製品製造販売事業が休止するなど持続的ではなく、思ったような経済的メリットを地域
にもたらすことができていないのだ。その原因は以下の通りである。
①予算額が小さく、機材や設備が十分ではない。そのため加工品の安定的製造･供給が困難である。
②未利用資源の供給は不安定で、事業規模が小さく留まりビジネスとして本格化していくことが難しい。
③単一集落の事業であり、複数集落を含む漁協との関係性が曖昧。漁協の全面的な協力を得にくい。
④国の指示に一貫性がなく、毎期ごとに大きく変わる。現場がそれらに振り回され、持続的でなくなる。
もし地域資源利用型スモールビジネスを持続的に展開しようとするのであれば、交付金による十分な初期投資、

漁協を始めとする地元公共セクトとの協力体制の構築、長期的なビジョンからの指導､が必要だろう。

離島部集落において、地域内資源を利用した水産加工品製造により地域経済を活性化させるためには、
資源と資本そして市場が必要である。供給安定性が高い原料資源、地域に不足している資本の投入、十分
な価格とボリュームで購買することができる市場この３つをバランス良く実現することは、集落の努力だ
けでは困難だろう。島外からコストをかけて原料を移入することは不合理的なので、原料資源の供給安定
化を図るには地域内漁業生産を健全に維持する施策や管理が必要だろう。資本投下は政策的支援によりあ
る程度可能だ。最大の問題は市場である。この面では流通･小売業者との連携が期待される。甑島産生鮮水
産物は市場で高く評価されているが、甑島産加工品の市場性について、さらに実態調査を行う必要がある。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・鹿児島大学水産学部
・塩崎 一弘
・地域志向教育研究経費区分（F）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名
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かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

健康機能性による付加価値を目標とした与論島農水産物の新規利用法の開発

与論島は鹿児島県南端に位置し、リーフに囲まれた美しい離島である。島内には多くの観光スポットも
存在することから、観光産業は与論島の経済にとって非常に重要である。しかし一方で、特徴的な飲食物
や特産物は決して多くない現状がある。さらに、観光業以外での島の産業として農水産業に注目した場合、
離島ならではの流通の問題（時間、コスト）があり、生鮮物の移動に制限がある。また、地理的に近いこ
ともあり、沖縄本島との農水産物の差別化はほとんど無いのが現状である。申請者らは、食品産業の面で
与論島が抱える問題を解決するためには、農水産物の高付加価値化、もしくは新規利用法開発による差別
化が重要であると考え、検討を行った。

鹿児島県はその温暖な気候から柑橘類の栽培が盛んであり、島嶼部においても同様である。奄美群
島を始めとする離島では、その地理的特色から同じ柑橘類であってもその種類や生息条件は島ごとに
大きく異なっていることが分かっている。そこで本研究では、与論島柑橘類の島の特産物としての可
能性について調査を行い、機能性成分についての解析を行った。

奄美本島などとは異なり、与論島における柑橘の栽培規模は決して大きくない。しかし、シキカン
やユンヌ、キカイミカン、イシカタなど多くの種類の柑橘類が存在し、それぞれ異なった味や食感を
示すことから、島内では様々な消費方法がある。そこで我々はこれらの柑橘類についてサンプリング
を行い、フラボノイド含量を測定した。研究対象としてフラボノイドを選んだ理由は、一般に高い抗
酸化活性を有し種々の健康機能性が報告されているからである。解析の結果、鹿児島市で一般に入手
できる柑橘類（ウンシュウミカンやカボス、グレープフルーツなど）に比べて、与論島の柑橘類の方
が高いフラボノイド含量を示す傾向が認められた。そこで外皮と果肉部について詳細に解析したとこ
ろ、島ミカンが高いフラボノイド含量を示す理由として、外皮に含まれる量が多いためであることが
分かった。島内では既に島ミカンをレモンのように絞ったり、食品加工に使用されていることから、
外皮の利用方法については確立しており、本研究によりこれら使用方法への付加価値の可能性が示唆
された。

次に我々は、柑橘類のフラボノイドの新規利用方法の開発を試みた。柑橘類由来のフラボノイド画
分をがん細胞に投与したところ、細胞増殖の抑制効果が認められた。一方、ヒト正常細胞に対しては
臓側抑制効果を示さず、がん細胞に特異的な機能であることが明らかとなった。この抑制効果につい
ても島ミカンと他の柑橘類について比較したところ、島ミカンで高い抑制傾向が認められた。そこで
フラボノイドに曝露した細胞について詳細に検討したところ、細胞表面の複合糖質の組成がフラボノ
イドにより劇的に変化していることがわかった。細胞表面の複合糖質はがん細胞の増殖や運動能など
の悪性形質の制御に深く関与していることから、フラボノイドによる細胞表面の糖鎖分子の組成変化
が細胞のシグナル伝達経路に影響し、がん細胞増殖を抑制している可能性が示唆された。

本研究の結果より、与論島の柑橘類において健康機能性という付加価値の可能性が示唆された。現在、
与論島では柑橘栽培は決して盛んではなく、その品質や状態は均一ではないと思われる。今後は島内に点
在する島ミカン類についてフラボノイド含量や健康機能性についての幅広い調査を行い、その傾向を明ら
かにすることを行っていく。将来的には、高機能性を有する与論島の柑橘類について明らかにし、島内外
の方々に対する製品の提供の拡大に繋げていきたい。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 水産学部
・氏名 木村郁夫
・地域志向教育研究経費区分（F）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 20

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

与論島水産物の高付加価値流通のための教育研究

「研究の背景と目的」 島嶼圏の水産業は、「大消費地が遠く、高鮮度を保った状態で流通することが困
難」、「消費が主に島内に限られ、消費量も少なく、漁獲が集中すると価格は暴落するため、漁獲制限や
市場に上市せず自家消費し、ビジネスとして成り立たない」、「台風などの気象状況によって漁獲が不安
定となり、安定した供給が望めない」などの問題がある。これらを解決することは、島嶼圏水産業の振興
を図る上で重要である。島嶼圏の優れた水産物を品質良く、遠隔の大消費地や外国に安定的に届けるため
に、「冷凍・解凍後も“生”と同等の高品質刺身を提供できる製造方法」と「それを可能とするエコ冷凍
保存・流通システムの構築」および「高度加工」に関する調査研究と教育を行う。

「目標」
今年度、与論町漁協加工場の一部を奄美群島研究拠点・与論水産実験室とし、中規模急速冷凍装置を
設置することとした。本装置を用い、今まで漁業者と協同で行ってきた予備試験成果を活かした高鮮
度冷凍刺身製造技術に関する実践調査研究を学生と漁業者に参画していただき行うこととする。得ら
れる最新の成果を活用した新たな漁業・加工システムを構築するために、大学での学生への授業・研
究への反映を行い、同時に漁業者の学習の場「島嶼圏水産業の高利益転換プログラム」を立ち上げる。
漁業者、自治体の方、流通・加工業者、学生の参加を得て開催し、島嶼圏地域の水産業の活性化に貢
献する人材の養成を行う。
「目標の達成および成果」
与論漁協との共同研究授業として「与論島水産物の高付加価値流通のための教育研究 平成２７年度
第１回授業」を９月２４日〜２５日に行った。授業においてカマスサワラの高品質冷凍品を試作し評
価した。

「今後の課題」
①「与論島水産物の高付加価値流通のための教育研究授業」を更に活発化し、学生と漁業者の学習機会を
拡大することを行う。
②本研究教育事業の成果として、与論島から高品質冷凍品を市場へ提案することを実現することが求めら
れており、与論島漁業者と流通業者との協同化の仕組みを構築することが重要であり、鹿児島大学がコー
ディネートを進める。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 水産学部水産資源科学分野
・氏名 江幡恵吾
・地域志向教育研究経費区分（F）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 21

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

離島漁業におけるかご漁具の新規導入に関する基礎調査

鹿児島県内の離島漁業では、魚類やイカ類を対象とした釣り漁業が中心に行われている。釣り漁業では、
対象魚を釣り上げるまでに時間を要したり、魚群を探索するために漁場を移動することが必要である。
一方、かご漁業は、対象魚を生きた状態で漁獲することができるため鮮度状態が良く、また、漁具の構

造が簡単なため低コストで導入が可能であり、釣り漁業と比較して作業効率に優れ、燃油消費量が少ない
などの利点を持つ。近年の燃油価格高騰によって、環境にやさしい省エネルギー型漁業への転換が課題と
なっており、本課題では漁業者、漁業協同組合、熊毛支庁、西之表市などと共同して、かご漁業の新規導
入の可能性について検討した。

アオリイカを対象とした浮式かごの試験操業を鹿児島湾桜島沖（水深約16～30m）および種子島住吉沖
（水深27～40 m）の海域で行った。桜島での試験期間は2015年7月29日～8月10日の計13日間で、種子島で
は2回に分けて行ったため、2015年8月3日～8月6日と9月5日～9月8日の計8日間であった。使用したかごの
サイズは縦112 cm、幅91 cm、高さ76 cmで、側面に入口が1つある（実験かごAとする）。実験かごAの天
井部分と底面を市販の人工草および遮光シートで覆ったかごも製作し（それぞれ実験かごB、Cとする）、
合計3種類のかごで実験を行った。桜島実験では実験かごBを2個、実験かごCを3個使用し、実験かごCを1
個のみ着底させ、残り4個のかごは入口を上方に向けて海底から約1 m浮かせた状態で設置した。種子島実
験では、実験かごAを1個、実験かごBを2個使用し、実験かごBを1個のみ着底させ、残り2個のかごは浮式
とした。これらのかごの内部には撮影間隔を5分間に設定したインターバルカメラを取り付けて、かごを
浸漬している間、連続して撮影を行った。かごを回収した後に、記録した映像からかごの内部または外側
で観察された魚類やかごの姿勢を分析して、気象庁の潮位データと比較することで潮流の強さと入りかご
状態、かごの運動状態について考察した。
インターバルカメラによって、アオリイカSepioteuthis lessoniana、カワハギStephanolepis cirrhifer、ミノ

カサゴPterois lunulata、コロダイDiagramma pictaなどがかごの内部または外側に観察された。桜島実験で
は7月30日11時11分～19時31分の約8時間20分間に、種子島実験では9月7日14時4分~14時59分の約55分間に、
かご内部にアオリイカが滞在している様子が観察された。また、桜島実験では7月30日12時16分～15時11
分の間に、種子島実験では9月7日7時59分～14時4分の間に、かごの外側にアオリイカが接近している様子
が確認された。アオリイカがかご内部に確認されたのは、いずれも海底から浮かせた状態で設置した実験
かごBで、入口が上方を向いた状態でほぼ安定した姿勢を保っていた場合であった。

試験操業の結果、浮式かごでアオリイカを漁獲できる可能性が見出された。また、漁業者のかご漁具の新
規導入に対する興味関心が高まり、今後も継続して実用化に向けた試験操業を行うことになった。

写真 イカかご漁具（左）、かごの外側および内部で観察されたアオリイカ（中央、右）



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 共同獣医学部
・氏名 宮本 篤
・地域志向教育研究経費区分（ D ）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 22

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

ミネラル成分の高い飲料水が島嶼域で長寿と健康に貢献している直接的証明

日本は世界的に見てもNo.1の長寿国(百歳以上の方：4.3/1万人)であり、2位フランス(3.7)、3位イタリア(2.9)と続く。
奄美諸島、中でも与論町(24.8 、H26年)および伊仙町(27.4)は、その約6倍も長寿であり、その要因にミネラル成分、

特にマグネシウムとカルシウムが豊富に含まれている水を飲用していることがその要因の一つとして関連している
ではと考えられる。そのことを検証するため、伊仙町の町民および町の職員の皆様の御協力およびご同意を受け
て24時間尿の採取を行い、実際にマグネシウムおよびカルシウムを豊富に摂取しているかどうかを武庫川女子大・
国際健康開発所（所長：家森幸男教授）と共に測定および解析を行った。

本研究を遂行し、下記の事が明らかとなった。

1. 昨年度に引き続き、与論島、沖永良部島、徳之島、奄美大島で飲料水および地下水のサンプリン
グを行い、水に関するミネラル成分の解析を行った。その結果、いずれの地域も水の硬度は100
以上で比較的高かったが、沖永良部島の和泊町および与論島の与論町ではミネラル成分を除去す
る装置を用いて、和泊では硬度約100の与論島で約200の水を提供している事がわかった。

2. 伊仙町で行った24時間尿の解析の結果、硬度の高い飲料水が一般に提供されているにもかかわら
ず、平均値で見ると必ずしも尿中のマグネシウム濃度が高くない、むしろ低い集団があることが
判明した。特徴としてデーターのばらつき(標準偏差として表れる)が高く、人為的何かが関与し
ている可能性が示唆された。その結果を受けてマグネシウム濃度が低かった方々に、直接お会い
してインタビューを行ったところ、そのほとんどの方が共通したミネラルウォターを飲料用に使
用されている事が判明した。

3. 沖永良部島の方に伺った話では、町民の方の水に関する関心は高く、硬度の高い水に対してマイ
ナスのイメージを持たれている方が結構多いことがわかった。実際、硬度が高い水は、水に関連
した電気機器や装置、または食器やその他の器にミネラルの結晶が析出し、機器の持ちが悪くな
ること、また見た目にも汚れているように見えるデメリットがることが考えられた。

4. 一方、マグネシウムは高血圧や糖尿病に対して有効とする論文、またカルシウムも高齢者の健康
寿命にも関わっているとの報告もあり、飲料水のミネラル成分に関するメリットおよびデメリッ
トを正しく示す必要があると思われた。

今回、徳之島伊仙町で24時間尿の採取を約100人という規模で行うことが出来、最初予想したこととは違う結果が

得られた。更にその原因を調べていくうちに、町民の水に対する関心が高いことがわかった。今後は、水に対するメ
リットおよびデメリットの正しい情報を町民および役場の方々に提供し、知識を行政に生かしていくことが出来るよう
町での講演会等を通じて伝える必要があると思われる。また、24時間尿の解析を進め、体にとって何が良いのか、

島の水を使った実験としても実証していく予定である。また、長寿の要因に人為的なファクターも関わるため、その
ファクターのピックアップも必要と考えている。更なる分析を行い、結果を反映させていきたい。



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・共同獣医学部
・藤田志歩
・地域志向教育研究経費区分（D）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 23

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

過疎集落における鳥獣被害の実態調査と被害対策の検討

現在、全国的に野生鳥獣の農業被害が増加傾向にあり、鹿児島県においても例外ではない。被害軽減の

ために各地で様々な対策が実施されているものの、とくに過疎集落では人手不足により実施が困難な場合

も多い。本研究は、野生動物の生息および農業被害に関する実態調査、および集落住民への聞き取り調査

を行い、地域の実情・実態に即した鳥獣管理のあり方や具体的方法について検討する。また、これらの調

査に学生が主体的に参加することにより、地域の現状と課題に対する意識の醸成をねらいとした体験型学

習を行う。

鹿児島県肝属郡肝付町大浦集落と南大隅町打詰集落において、学生3名、教員1名、外部の専門家4

名が参加し、5日間の調査を行った。現地調査は、直前に当地域で発生した集中豪雨による土砂災害

のため、当初の予定を縮小して実施した。野生動物の生態に関する情報は効果的な被害対策を行う上

で必要であるが、調査の結果、当地域に生息するニホンザルの群れ数、群れサイズ、移動ルートが明

らかとなった。また、住民への聞き取り調査の結果、被害対策における住民意識や課題が集落によっ

て異なること、鳥獣被害は営農意欲の減退につながってはいないこと、農業よりもむしろインフラの

整備・充実や医療供給の方が生活上の大きな課題であることがわかった。また、現地調査に際して、

事前および事後に学生によるワークショップを行ったことで、学生は主体的に地域と関わり、地域社

会の現状と課題に対する理解を深めることができた。

今後、調査で得られたデータを解析し、地域の実情・実態に即した鳥獣管理のあり方や具体的方法につ

いて検討する。また、当初の計画では被害防止柵を実際に設置する予定であったが、災害発生により実施

できなかった。当地区での被害対策の実践と効果検証についても今後すすめたい。

宿泊に利用した公民館において、
調査についての打合せの様子 集落での聞き取り調査

集落に現れたニホンザルの雄



研究の背景と目的

目標の達成および成果

・所属 総合研究博物館
・氏名 本村浩之
・地域志向教育研究経費区分（F）

＜問い合わせ先＞
鹿児島大学 かごしまCOCセンター
鹿児島市郡元1-21-40
Tel & Fax : (099) 285-8502 E-mail:coc@gm.kagoshima-u.ac.jp

今後の課題および展開

研究課題名

No. 24

かごしまCOCセンター
平成２７年度地域志向教育研究経費成果火山と島嶼を有する鹿児島の地域再生プログラム

鹿児島大学 平成26年度 地（知）の拠点整備事業

甑島列島における魚類相の解明

鹿児島県甑島列島周辺海域は県内屈指の漁場として利用されているが，当該海域の海産魚類相の実態は
未だ解明されていない．限られた水産資源を継続的に利用するためにも，これら海域の海洋生態系につい
て理解を深めることは必須であり，また，水産資源として利用価値の高い魚種のみならず，その土台を支
える魚類相を理解することは重要課題である．本研究では，甑島列島での魚類多様性調査を行うことで，
その魚類相の概要を把握し，さらに大隅諸島や宇治群島などこれまで調査を行ってきた島嶼と比較して，
甑島列島の魚類相を生物地理学的に解析することを目的とする．

2015年10月15日から18日の3日間，甑島列島の魚類多様性を根拠となる標本に基づいて明らかにす
るために，鹿児島大学総合研究博物館魚類分類学研究室の所属学生ら計8名により上甑島にて潜水
（スキューバ）と釣りを中心に採集が行われた．

その結果，上甑島周辺海域から287個体，45科92属117種の魚類が採集された．採集された魚類のな
かには国内2個体目となるオボロゲタテガミカエルウオ(写真．1)など，これまで同島からの採集記録
の無かった浅海性の魚類も多く含まれた．このような水産重要魚種以外の記録は，単に分布記録の穴
埋めとなるだけでなく，甑島列島周辺海域の魚類相を解明する上で重要な情報となる．

甑島列島は，五島列島経由の南下流の流路に近接するために温帯性の魚類が生息することが知られ
ているが，その実態を調査した研究はなされていなかった．本研究により得られたホンベラやタカベ
などの魚類は温帯域に分布することが知られており，甑島列島の魚類が温帯性の魚類相を構成すると
いう見解を支持する結果となった．また，熱帯性のチョウチョウウオ科魚類の幼魚が多数採集された
が，これらは黒潮に乗って北上した死滅回遊の可能性が高い．今後の継続的な調査による検証が期待
される．

本研究により，甑島列島周辺海域はこれまで調査を行ってきた琉球列島周辺海域と大きく異なる魚
類相を構成する可能性が高いことが明らかとなった．

3日間という短期間で行われた本研究は，甑島列島の魚類相調査の基礎調査であり，今回得られた調査結
果は，同列島の魚類相のごく一部分に過ぎない．甑島列島は南北に連なる上甑島，中甑島と下甑島によっ
て形成され，同列島の周辺海洋環境は砂地，礫塲，岩場など多様である．魚類相の全容解明には，列島全
域を対象とした継続的な魚類相調査を行うことが重要である．

甑島列島とこれまでに調査された各島嶼の魚類相を生物地理学的手法で解析することで，鹿児島県の自
然を島嶼単位で評価可能となり，地域社会の環境への関心を高めることが期待される．

写真１．日本2例目となるオボロゲタテガミカエルウオCirripectes filamentosusの標本写真． KAUM-I. 
80314, 標準体長30.5 mm．

写真2．標本作成の様子．作業は深夜に及ぶことも． 写真3．潜水（スキューバ）調査の様子．
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原子力災害地域リスクコミュニケーター育成事業

2011年3月11日に発生した東京電力福島第一原子力発電所事故は、行政による住民への事故情報の正確な
発信と避難誘導等の適正な指示の欠落などにより、初期対応において大きな混乱を生じさせたことは、防
災の危機管理担当者は、常に肝に銘じておかねばならないことである。

本研究課題は、このような事例を反省し、本県の「原子力災害対策重点区域」に指定されている市町の
危機管理担当職員が、「対話・共考・協働」の場を通して地域住民との信頼関係を構築していくことを支
援するものである。

防災に携わる危機管理担当者にあっては、平常時から、地域住民とのリスクコミュニケーションを心掛け
ていかねばならない。従って、研究課題である「原子力災害地域リスクコミュニケーター育成事業」は、
継続して実施されることに意義がある。今後は、関連自治体の要望等を把握し、鹿児島県又は国の主催す
る原子力(総合）防災訓練にも役立つ研修へと発展させていきたい。

写真-2  体表面汚染スクリーニング 写真-3 グループワーク

2015年11月13日（水）、地域連携と放射線教育の
推進を融合させた事業である、「原子力災害地域リ
スクコミュニケーター育成に関する研修会」を開催
した。事業は、かごしまCOCセンターとの共催であ
るが、その他、内閣府、鹿児島県並びに地域防災教
育研究センターの後援を得て実施した。

実施に当たって、鹿児島県「原子力災害対策重点
区域」の原発30キロ圏9市町に研修会の案内を通知
したところ、3市2町から、行政職員、保健師、消防
士、計21名の受講があった。

研修内容は以下の通りである。
1)講義1：放射線及び放射線測定の基礎
2)講義2:原子力災害におけるリスクコミュニケー
ション

3)実習1：各種サーベイメータの取扱い
4)実習2：外部被ばく低減に係る放射線防護三原則
5)実習3：防護服の着用とスクリーニング
防護措置としての住民等避難及び一時移転等に伴う
体表面汚染スクリーニングの方法についての実習。
6)実習4：霧箱（放射線の飛跡の観察）
7)原子力防災計画及びグループワーク：「原子力防
災計画」について概要を説明した後、行政、消防、
保健師の3グループに分かれて、それぞれに提示さ
れたテーマについて討論し、最後に、グループの意
見を一つに集約。

鹿児島市からの受講者は、研修会後に開催された
同市の図上訓練、地域説明会並びにpre訓練で、本
研修の成果を生かしている。

写真-1 講義
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TCPスループット向上システムの評価・検証に関するフィールドスタディ

与論町ではインターネットの速度が遅いことが地域課題の一つとなっている．これを解決するための技術

開発を総務省補助金により平成25～26年度に実施し，平成27年度は実用化のフェーズとなった．プロトタイ

プシステムの構築，地域住民への説明，システムの展開，住民に対する聞き取り調査など，実用化の最終段

階で必要なシステムの評価・検証を，学生の主体的な関与により実施する．地域の現場に出向き，地域社会

との関わりの中で，技術開発による地域課題の解決を学生が主体となって行うことで，アクティブラーニン

グ型の教育指導を地域において実践することを目指す．

本研究は，「『地域の出身学生が、地域に

おいて、地域指向型研究を実証する』という

地域指向型教育」を地域で実証的に行う，と

いう地域指向型研究と地域指向型教育が入れ

子の構造となった研究である(右図)．

「地域」としては鹿児島県与論町をフィールドとし，取り組んだ地域指向

型研究は与論の地域課題であるインターネットの高速化※に関する研究開発

である．学生が地域との関わりの中で地域の課題解決に取り組む力を修得で

きるかを調べた．

プロジェクトリーダーとした学生の強力な牽引により，地域での実証的研

究の実施には成功し，複数の事業所での実証(右上写真)や現地説明会(右下写

真)のコーディネートなどを学生が主体となって行うことができた．取り組み

の成果は当該学生の卒業論文の一部ともなっている．一方で，実証研究その

ものの住民への周知を十分に行うことができず，地域の課題を解決するため

の研究であるのに地域へのアピールができていない．地域住民の関与を引き

出すことの困難さが明らかになった。

※通信の確実性を保証するため確認応答を待って次のデータを送信するインターネットの

通信プロトコル(TCP)の性質上，サーバが集約する東京から離れた地域において十分な速

度が得られないことが知られており，与論町においては地域課題の一つとなっている．

地域をフィールドとして地域課題の解決を図るアクティブラーニング型教育において「地域との協働を

どのように行うか」が新たな課題として見出された．その解決には「学生が地域で研究を行う」という考

え方ではなく，地域住民の積極的な関与を求めて「学生が地域と共に研究する」ことを目指す必要がある

と考えられる．“Community Based Learning”とも言える，学生と地域が共に学び合う新しい形を今後進

めたい．
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